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Ⅰ 国・県の動向 
 

１．国の動向 

国では、ＩＴ基盤整備に向けての戦略（e-Japan 戦略（平成 13 年１月））が進められ、平成 22 年５月に

は「新たな情報通信戦略」が公表されました。 

情報通信技術は重要なツールであり、世界最高水準のＩＴ利活用を通じた、安全・安心・快適な生活を

実現するため、ＩＴ戦略として平成 25年６月に「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」が策定されました。 

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」に基づき、平成 25 年５月には新たに内閣情報通信政策監（「政府ＣＩ

Ｏ」）が設置され、各種施策の推進に取り組んでいます。同宣言は毎年改訂されており、平成 28年５月の

改訂においては、「国から地方へ」、「地方から全国へ」と横展開することにより、安全・安心・快適な国民

生活の実現を目指し、2020年までを「集中取組期間」として、重点項目を中心に展開しています。 

 

（1） 政府の取組 

■世界最先端ＩＴ国家創造宣言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省 平成 26 年版情報通信白書 
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（2） ＩＴ利活用による目指すべき社会の実現に向けた今後の重点的な取組方針 

■「国から地方へ、地方から全国へ」（ＩＴ利活用の更なる推進のための３つの重点項目） 

【重点項目１】国・地方のＩＴ化・業務改革（ＢＰＲ）の推進 

（１）国のＩＴ化・業務改革（ＢＰＲ）の更なる推進 

（２）地方公共団体のＩＴ化・業務改革（ＢＰＲ）の推進 

（３）ガバナンス体制の強化 

【重点項目２】安全・安心なデータ流通と利活用のための環境の整備 

ＩｏＴ・ＡＩの活用にはデータ流通環境の整備が重要。総合科学技術・イノベーション会議、

知財戦略本部等とも連携し、推進。 

（１）利用者志向のデータ流通基盤の構築 

（２）データ流通の円滑化と利活用の促進 

（３）オープンデータ 2.0 の展開 

【重点項目３】超少子高齢化社会における諸課題の解決 

（１）ビックデータを活用した社会保障制度の変革 

（２）マイナンバー制度等を活用した子育て行政サービスの変革 

（３）ＩＴ利活用による諸課題の解決に資する取組 

資料：総務省 世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成 28 年5 月） 
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（3） 地方創生ＩＴ利活用促進プラン 

国では、地域経済の縮小と人口減少の負のスパイラルを抑制するため、「まち・ひと・しごと創生法」

（平成 26年法律第 136号）に基づき、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成 26年 12月）を策定しまし

た。これを受けて、地方公共団体では平成 27年度中に「地方版総合戦略」を策定しています。 

この「地方版総合戦略」の円滑な策定・実行を支援し、地方公共団体や企業のＩＴを活かした取り組み

を支援する目的で、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部の下に地方創生ＩＴ利活用推進会議

を設置（平成 27年 1月）し、「地方創生ＩＴ利活用促進プラン」（平成 27年 6月）を策定しました。 

 

■地方創生ＩＴ利活用促進プランの概要 

プランの目標 

１．地域産業の活性化（ひと・しごとをつくる） 

２．住みやすさの工場（まちをつくる） 

３．地方公共団体業務の効率化（まち・ひと・しごとを支える） 

地方創生に資するＩＴ利活用に係る基本的考え方 

●地方公共団体等におけるＩＴ利活用に係る３つの基本方針 

基本方針① 地元の魅力、コンセプトづくりの必要性【戦略性】 

基本方針② 地元の遊休資源の有効活用の必要性【郷土性】 

基本方針③ 地域を超えた連携の必要性【連携性】 

●地方創生に資するＩＴ利活用に係る３つの国の支援方針 

支援方針① 変革意欲のある地域（地方公共団体等）への支援 

支援方針② 持続可能な取組への支援 

支援方針③ 挑戦的な取組と横展開への支援 

国の重点的な取組（地方創生ＩＴ利活用に向けた３本の矢） 

（１）地方公共団体等によるＩＴ利活用を推進するための情報共有基盤の整備（地方公共団体

等の取組共有とガイドライン等の整備（導入の手引き））関係 

（２）地方公共団体等に対する人材・産業活性化支援関係 

（３）地方におけるＩＴ利活用を妨げる障壁解消関係 

資料：ＩＴ総合戦略本部 地方創生ＩＴ利活用促進プラン（平成 27 年6 月） 
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（4） マイナンバー制度の施行 

■マイナンバー制度 

平成 28年１月より、国民一人ひとりに 12桁の数字を割り当てるマイナンバー制度の運用が開始されま

した。社会保障、税、災害対策の三つの分野に横断する数字を導入することで、煩雑であった行政手続

きの簡素化や、サービスの不正給付等の防止が期待されています。 

公平・公正な社会の実現 

所得や行政サービスの受給状況等の把握が容易になるため、不正受給等の防止や、支援が必要

な方へのきめ細やかなサービスが可能になります。 

行政の効率化 

様々な情報の照会、転記、入力等に要していた時間・労力の削減や、複数の業務間での連携が

進むことで作業の重複等の削減も図ります。 

国民の利便性の向上 

行政手続きの簡素化による利用者負担の軽減、行政機関の持っている自分の情報の確認、自分

に必要なサービスのお知らせを受け取ることが可能になります。 

資料：総務省 マイナンバー制度 

 

■マイナポータルの利用 

マイナポータルでは、行政機関が自分の特定個人情報をいつ、どことやりとりしたか、行政機関が自分

のどのような特定個人情報を持っているかを確認できるほか、行政機関から自分に対して必要なお知ら

せ等が表示されたり、引っ越し等の手続き、納税等も行えるように整備が検討されています。 

マイナポータルは平成 29年１月開設予定ですが、行政機関の情報連携は同年７月開始予定となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省 マイナンバー制度 
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（5） サイバーセキュリティの確保 

近年のインターネットの急速な利用拡大、ＩＴ化が進展する中で不正アクセスやコンピュータウイルスの

蔓延など情報セキュリティに関わる問題への危機感の高まりを受け、内閣官房に「情報セキュリティ対策

推進室」（平成 12年２月）が設置されました。 

平成 17 年４月には、さらに強化・発展をさせた「情報セキュリティセンター（ＮＩＣＳ）」が設置され、平成

26 年 11 月には「サイバーセキュリティ基本法」が成立、平成 27 年１月には同法に基づき、内閣に「サイ

バーセキュリティ戦略本部」が設置され、内閣官房組織令に基づき、情報セキュリティセンターを改組し、

内閣官房に「内閣サイバーセキュリティセンター（ＮＩＳC）」が設置されました。 

■内閣サイバーセキュリティセンター（ＮＩＣＳ）の組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣サイバーセキュリティセンター 
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（6） オープンデータ戦略の推進 

ＩＴ戦略において、平成 24 年７月４日に「電子行政オープンデータ戦略」がとりまとめられました。オー

プンデータとは、機械判読に適したデータ形式で、二次利用が可能なルールで公開されたデータのこと

です。民間や住民が広くデータを利用することにより、企業活動、社会生活のイノベーションが期待され

ています。 

■基本原則 

（１）政府自ら積極的に公共データを公開すること 

（２）機械判読可能な形式で公開すること 

（３）営利目的、非営利目的を問わず活用を促進すること 

（４）取組可能な公共データから速やかに公開等の具体的な取組に着手し、成果を確実に蓄積し

ていくこと 

■電子行政オープンデータ戦略の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：首相官邸ホームページ（電子行政オープンデータ戦略 概要） 
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（7） 2020 年へ向けて 

国では、2020年に向けた取組を強化していますが、その背景として2020年開催予定の東京オリンピッ

ク・パラリンピックがあり、我が国の ICT 技術や文化等を海外に発信する大きな機会になることも期待され

ています。 

過去の歴史を振り返っても、ICT 分野においては衛星放送中継が開始される等の大きな変化があり、

時代と共に ICTの応用範囲は拡大し、様々な場面で活用されるようになりました。 

2020 年の東京オリンピック・パラリンピックにおいても大会を支える重要なインフラとして欠かせないも

のとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「オリンピック・パラリンピックがもたらす ICT 分野の事例及び経済効果等の調査研究」（平成 26 年） 
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２．県の動向 

県では、平成 13 年２月に策定した「岐阜県ＩＴ戦略」に基づき、岐阜情報スーパーハイウェイ、ソフトピ

アジャパン、テクノプラザなどのＩＴインフラ整備を進め、平成 19年３月に策定した「ぎふＩＴ活用プラン」で

は、これらを有効活用し、県民がより豊かに生活できるための支援策として４つの柱立てを展開してきまし

た。 

 

（1） 県の情報化の主な成果 

■４つの柱 

①豊かな県民生活の実現 

・どこでも誰でもＩＴを活用できる環境づくり 

・携帯電話への防犯情報をメール配信（安全・安心メール） 等 

②産業の振興 

・岐阜情報スーパーハイウェイの接続拠点の拡大 

・ソフトピアジャパン及びテクノプラザにおけるＩＴ研修 等 

③行政の効率化 

・岐阜県庁公式ホームページの更新 

・市町村共同利用型電子入札システムの普及拡大 等 

④情報セキュリティ対策の推進 

・企業におけるセキュリティ対策の支援 

・学校のセキュリティ対策 等 

資料；岐阜県情報システム最適化取組方針（平成 24 年3月） 
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（2） 今後の情報システム最適化に向けた重点施策 

■今後の重点施策 

①ＢＰＲの推進とクラウドの活用 

(1)「独自」から「標準」へ ～パッケージに業務を合わせる～ 

・パッケージ等の汎用製品による標準的な業務手順に、従前の業務手順を合わせるようＢＰＲ

することを原則 

・併せて、ＢＰＲを推進するための審査体制、手順を確立 

(2)「所有」から「利用」へ ～クラウドの活用～ 

・クラウドの積極的活用→コスト削減、常に最新機能を利用できる環境整備、効率的な資源利

用 

・クラウドサービス適用の考え方を提示 

・サーバ統合の推進→クラウド活用の前提として、仮想化技術を取り入れたサーバ統合を推進 

(3)ＩＣＴガバナンスの強化 

・情報システム部門がシステム所轄課に対し、予算・契約前の構想段階のみならず、調達・運

用の段階に至るまで一環としたコンサルティングの役割を担う 

②最新技術や国の動向を踏まえた県民利便性の向上 

(1)最新 Webサービス等の活用 ～SNS 等～ 

・ＳＮＳの運用ガイドライン整備、ＳＮＳを活用した情報発信・収集 

(2)国の動向を踏まえた電子行政の推進 

・社会保障・税に係る番号制度に対応した、業務手段の見直し、諸規程の改定、システムの改

修 

③ＢＣＰ（業務継続計画）の見直し・拡充 

・東日本大震災を踏まえ、被害想定の見直しなど、情報システム部門の業務継続計画を見直し 

・庁内システムの復旧の優先付け、定期的な訓練の実施、バックアップデータの遠隔地保管 

④セキュリティ対策の推進 

・情報セキュリティポリシーに基づくセキュリティ対策の推進 

・サイバー攻撃など新たな脅威に対し、警察と連携しながらシステムの脆弱性検査を実施 

・クラウド等、外部サービス導入や社会保障・税の共通番号の導入に伴う個人情報等の重要デ

ータの保護方法の検討 

資料；岐阜県情報システム最適化取組方針（平成 24 年3月） 

 

 

 

 

 



10 

Ⅱ 多治見市における情報政策 

（1） 総合計画と多治見市情報化計画（第２次計画）の位置づけ 

多治見市情報化計画（第２次計画）は、平成 24 年度から平成 28 年度までの 5 年間を計画期間とし、

「第６次多治見市総合計画」を上位計画として、当該計画で定めたまちの将来像「もっと！人が元気！ま

ちが元気！多治見」の実現を目指し、電子自治体の構築における行政の情報化のみならず、市民を対

象とした地域情報化の推進を合わせた、市における情報化施策を定めたものです。 

上位計画となる総合計画は平成 28 年 4 月に改訂され、「第７次多治見市総合計画」として公表・運用

しています。第７次総合計画では、情報化施策につて次のとおり記載しています。 

 

 

■総合計画の施策体系（情報化計画に係りの深い施策の抜粋） 

安心して子育て・子育ちするまちづくり 

●学校教育施設などの整備 

 ・情報通信技術を活用した教育環境の整備を推進するため、セキュリティ対策を含めた情報

通信設備の強化を図ります 

にぎわいと活力のあるまちづくり 

●観光振興 

 ・メディアやＳＮＳなど様々な媒体を活用し、美濃焼を中心とした多治見の魅力をまるごと

発信します 

政策を実行・実現する行財政運営 

●市民サービスの向上 

 ・情報セキュリティ対策を徹底するとともに、市民サービス及び事務効率の向上を図るため、

情報システムを整備します 

 ・マイナンバーカードを活用したサービスを検討します 

資料：第７次多治見市総合計画（平成 28 年４月） 
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（2） 多治見市情報化計画（第２次情報化計画）の概要 

現行計画の基本方針では、平成 24年より 10年先の将来の情報化に視点をおき、目標実現のための

５つの柱を掲げ、取組みをすすめてきました。 

 

①安全で安心できる市民生活に寄与する情報化（人が元気になる情報化） 

市民と行政との役割分担及び協働のもとに、情報格差を最小限にし、誰でも安全・安心かつ便

利に暮らせるよう、ＩＣＴの活用を推進していきます。 

②地域の活力を創出する情報化（まちが元気になる情報化） 

情報発信、情報交流を通じて、地域の活性化や経済の活性化に向けて取組みを進めます。また、

次世代の人財育成を支援していきます。 

③コスト縮減と効率的な行政運営となる情報化（行政を支える情報化） 

行政運営にあたっては、情報技術の活用は欠かせないものとなっています。この情報技術を利

用した行政運営にあたっては、情報システムの調達、利用について、費用面、効果面、効率面を

考慮実施します。 

④地域環境に配慮した情報化（地域に優しい情報化） 

ＩＣＴを活用して、地球温暖化等の対策に寄与することが期待されています。また、情報機器

の増加に伴い、環境に配慮した取組みを進めていきます。 

⑤計画の推進体制と進捗管理 

資料：多治見市情報化計画（第２次）平成２４年４月） 

 

（3） 進捗状況 

別紙参照 
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Ⅲ 現状分析 

１ 多治見市及び自治体の現状と問題 

（1） 年齢３区分別人口の推移 

多治見市の総人口は増加傾向にありましたが、2000年を境に減少に転じています。 

年齢３区分別でみると、65歳以上人口が 1980年から 30年で約 3.5倍の 25,286人にまで増加してい

ます。一方で、0～14歳は 1985年以降減少を続けています。 

図表 1 年齢３区分別人口の推移1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 高齢者世帯数の推移 

高齢世帯数は増加傾向にあり、2010 年には高齢単身世帯が 3,010 世帯、高齢夫婦世帯が 4,775 世

帯となっています。 

図表 2 高齢者世帯数の推移2 

 

 

 

 

 

  

                                                   
1 総務省「国勢調査」（各年共） 
2 総務省「国勢調査」（各年共） 
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（3） 合計特殊出生率の比較 

多治見市の合計特殊出生率をみると、国や岐阜県を下回っており、2013 年には多治見市は 1.33 と

0.1以上の差があります。 

図表 3 合計特殊出生率の比較3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4） 人口増減 

人口増減をみると、人口減の状態が続いており、年々その数も大きくなっています。 

図表 4 人口増減4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
3 「平成 28 年多治見市人口ビジョン」 
4 厚労省「人口動態調査」（出生数・死亡数）、総務省「住民基本台帳人口移動報告」（転入者数・転出者数） 
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（5） 自治体が考える人口流出の要因 

自治体が考える人口流出の要因をみると、「良質な雇用機会の不足」が 89.1％、「社会インフラ（交通、

病院、商店等）の不足」が 55.6％となっています。そのなかで「通信インフラ（ブロードバンド、無線 LAN

等）の整備不足」は 11.2％となっています。 

図表 5 地方公共団体が考える人口流出の要因5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
5 総務省「地域における ICT 利活用の現状に関する調査研究」（2015 年） 
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n=1,093（都道府県：31、市・特別区：551、町村：511）



15 

２ 情報化社会の現状 

（1） インターネットの利用人口の推移 

2014年のインターネット利用人口は１億 18万人、人口普及率は 82.8％となっています。 

図表 6 インターネット利用人口の推移6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 年代別インターネット利用率の変化 

年代別のインターネットの利用率をみると、いずれの年代も 2002年から 2014年にかけて上昇していま

す。なかでも 60-69歳では、2002年の約 2.9倍の 75.2％にまで上昇しています。 

図表 7 年代別インターネット利用率の変化7 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
6 総務省「通信利用動向調査」 
7 総務省「通信利用動向調査」より作成 
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（3） ブロードバンドサービスの普及状況 

岐阜県の平成 27年 12月末時点のブロードバンドサービス別世帯普及率をみると、有線系アクセスサ

ービス計は 65.3％、有線系アクセスサービス計は 188.7％となっており、いずれも国・東海 4 県平均より

低い普及率となっています。 

 

図表 8 ブロードバンドサービス別世帯普及率8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
8 総務省「東海管内におけるブロードバンドサービスの普及状況」（平成 27 年 12 月末現在） 
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（4） 世帯におけるインターネット利用で感じる不安 

インターネットを利用するにあたって不安に感じることについてみると、80.2％が「個人情報が外部に

漏れていないか」、75.6％が「コンピュータウイルスへの感染」と回答しています。 

図表 9 世帯におけるインターネット利用で感じる不安9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） スマートフォンの保有状況 

スマートフォンの保有状況をみると、全体の 64.70％がスマートフォンを保有しています。 

年代別でみると、60歳以上の保有率が 36.70％と最も低くなっています。 

図表 10 スマートフォンの保有状況10 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
9 総務省「平成 26 年通信利用動向調査」 
10 総務省「平成 26 年通信利用動向調査」（世帯編） 

※当該比率は、世帯全体におけるスマートフォンの保有割合を世帯主の年齢階層別に示したものである（無

回答を除く）。 
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（6） 放送サービスの加入者数 

放送サービスの加入者数は年々増加しており、なかでもケーブルテレビは 2006 年以降、約 705 万件

増加の 2,767万件となっています。 

 

図表 11 放送サービスの加入者数11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
11 総務省資料「衛星放送の現状」「ケーブルテレビの現状」「NHK の放送受信契約数の推移」により作成。 

※地上放送（NHK）の加入者数は、NHK の全契約形態の受信契約件数。 

※NHK-BS の加入者数は、NHK の衛星契約件数。 

※WOWOW の加入者数は、WOWOW の契約件数。 

※東経 124/128 度 CS の加入者数は、スカパー！プレミアムサービスの契約件数。 

※東経 110 度 CS の加入者数は、スカパー！の契約件数。 
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（7） コンテンツ関連の 1世帯当たりの年間消費支出額 

コンテンツ別の１世帯当たりの年間消費支出額をみると、2014 年の音楽・映像収録済みメディアは

2003年の半数程度にまで減っています。 

 

図表 12 コンテンツ関連の 1 世帯当たりの年間消費支出額12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
12 総務省 家計調査（総世帯）により作成。 

※「音楽・映像収録済メディア」について、2004 年までは「オーディオ・ビデオディスク」「オーディオ・

ビデオ収録済テープ」の合計であり、2005 年以降は「音楽・映像収録済メディア」の値となっている。

なお、2004 年までの「オーディオ・ビデオディスク」にはコンテンツ収録済のディスクだけでなく、未

使用のディスクなども含まれている。 

※「テレビゲーム」について、2009 年までは「テレビゲーム」の値であり、2010 年以降は「テレビゲーム

機」「ゲームソフト等」の合計の値となっている。 
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（8） 目的別利用メディア 

① いち早く世の中のできごとや動きを知る 

20代、30代を除く年代ではテレビが最も高く、年齢があがるにつれてテレビの占める割合も大きくなっ

ています。20代と 30代ではインターネットが５割以上と、テレビを上回っています。 

インターネット利用非利用別でみると、いずれもテレビが最も高くなっていますが、インターネットを利

用している人の 38.6％が、いち早く世の中のできごとや動きを知るためにインターネットを利用していま

す。 

 

図表 13 いち早く世の中のできごとや動きを知る（年代別・インターネット利用非利用別）13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
13 総務省情報通信政策研究所「平成 26 年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」 
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② 世の中の動きについて信頼できる情報を得る 

いずれの年代もテレビが最も高く、なかでも 10代（67.9％）と 60代（66.0％）で高くなっています。また、

10代を除いて、年代が上がるにつれてテレビと新聞、年代が下がるにつれてインターネットを利用する人

の割合が高くなっています。 

インターネット利用非利用別でみると、インターネットを利用している人の 15.8％が、世の中の動きに

ついて信頼できる情報を得るためにインターネットを利用しています。 

 

図表 14 世の中の動きについて信頼できる情報を得る（年代別・インターネット利用非利用別）14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
14 総務省情報通信政策研究所「平成 26 年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」 
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③ 趣味・娯楽に関する情報を得る 

60 代を除くすべての年代で、趣味・娯楽に関する情報を得るためにインターネットを利用している人の

割合が最も高くなっています。60代ではテレビと回答した人が約４割と最も高くなっています。 

インターネット利用非利用別でみると、インターネットを利用している人はインターネット、利用していな

い人はテレビが半数以上となっています。 

 

図表 15 趣味・娯楽に関する情報を得る15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
15 総務省情報通信政策研究所「平成 26 年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」 
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（9） 情報通信端末の世帯保有率の推移 

９割以上の人が携帯電話または PHSを保有しているなか、2010年以降スマートフォンとタブレット型端

末の保有率が上昇しています。 

図表 16 情報通信端末の世帯保有率の推移16 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 通信サービス加入契約者数の推移 

通信サービスの加入契約者数の推移をみると、減少傾向にある固定電話と対照的に、移動電話は増

加を続けています。また、2011年以降 3.9G（LTE）もその数を伸ばしています。 

図表 17 通信サービス加入契約者数の推移17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
16 総務省「平成 26 年通信利用動向調査」 
17 総務省「電気通信サービス契約数及びシェアに関する四半期データの公表」及び電気通信事業者協会資料

により作成 
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（11） SNSの利用率及び実名利用率 

SNSの利用率をみると、LINE、Facebook、Twitterがそれぞれ３割台となっています。 

実名利用と匿名利用の割合をみると、LINEとFacebookでは実名利用、それ以外では匿名利用が多く

なっています。 

図表 18 SNS の利用率及び実名利用率18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
18 総務省「社会課題解決のための新たな ICT サービス・技術への人々の意識に関する調査研究」（2015 年） 
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（12） SNSの年代別利用率 

SNS の年代別の利用率をみると、いずれも年代が上がるにつれて利用率が低くなっています。実名利

用率は 40代の Facebook利用者が約９割と最も高くなっています。 

図表 19 SNS の年代別利用率19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
19 総務省「社会課題解決のための新たな ICT サービス・技術への人々の意識に関する調査研究」（2015 年） 
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（13） SNS上でのトラブル経験の有無 

SNS上でのトラブルについては、15.4％がトラブルにあったことがあると回答しています。 

年代別でみると、20 代以下でトラブルにあったことがある人が 26.0％と、他の年代に比べて高くなって

います。 

図表 20 SNS 上でのトラブル経験の有無（年代別）20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（14） サイバー空間における脅威の増大 

サイバー攻撃の特徴は、次のとおりです。 

①多様性：実行者、手法、目的、状況などが多様 

②匿名性：実行者の隠蔽（いんぺい）・偽装が容易 

③隠密性：攻撃の存在を察知し難いものや、被害発生の認識すら困難なもの 

④攻撃側の優位性：手法によっては攻撃手段の入手が容易であることや、ソフトウェアのぜい弱

性を完全に排除することが困難であることなど 

⑤抑止の困難性：報復攻撃や防御側の対策による抑止効果が小さいことなど 

 

■情報セキュリティの変遷 

この 10年間で IT環境は大きく進歩し、それに伴い脅威が増大し、攻撃手段も変化してきています。平

成 27年において社会的に影響が大きかった脅威は、個人・社会共に情報の窃取を目的とした攻撃です。

その一方で、個人の過失や内部不正による情報の流出も依然として大きなリスクとして認識されていま

す。  

                                                   
20 総務省「社会課題解決のための新たな ICT サービス・技術への人々の意識に関する調査研究」（2015 年） 
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図表 21 情報セキュリティの変遷21 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
21 IPA「情報セキュリティ 10 大脅威」2016（2016 年） 
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図表 22 情報セキュリティ１０大脅威 2016 総合順位22 

順位 タイトル 

１ 
インターネットバンキングやクレジットカード情報の不正利用 
～拡大する攻撃対象、様々な手段で金銭取引の重要な情報を収集～ 

２ 
標的型攻撃による情報流出 
～多くの組織や企業が標的型攻撃のターゲットに！～ 

３ 
ランサムウェアを使った詐欺・恐喝 
～日本人を標的にしたランサムウェアが日本上陸～ 

４ 
ウェブサービスからの個人情報の窃取 

～ハッカー集団による甚大な被害～ 

５ 
ウェブサービスへの不正ログイン 

～パスワードの適切な設定、管理を～ 

６ 
ウェブサイトの改ざん 
～引き続き狙われる CMS の脆弱性～ 

７ 
審査をすり抜け公式マーケットに紛れ込んだスマートフォンアプリ 

～蔓延する悪意あるスマートフォンアプリ、公式マーケットのアプリにも注意を～ 

８ 
内部不正による情報漏えいとそれに伴う業務停止 

～内部不正が事業に多大な悪影響を及ぼす～ 

９ 
巧妙・悪質化するワンクリック請求 
～被害者を欺く手口はますます悪質に～ 

10 
脆弱性対策情報の公開に伴い公知となる脆弱性の悪用増加 
～求められる迅速な対策の実施～ 

 

図表 23 情報セキュリティ 10 大脅威 2016 個人・組織別順位23 

タイトル（個人） 順位 タイトル（組織） 
インターネットバンキングやクレジットカード情報の

不正利用 

総合：1 位 

１ 
標的型攻撃による情報流出 

 

総合：2 位 

ランサムウェアを使った詐欺・恐喝 

総合：3 位 
２ 

内部不正による情報漏えいとそれに伴う業務停止 

総合：8 位 

審査をすり抜け公式マーケットに紛れ込んだスマ

ートフォンアプリ 

総合：7 位 

３ 
ウェブサービスからの個人情報の窃取 

 

総合：4 位 

巧妙・悪質化するワンクリック請求 

総合：9 位 
４ 

サービス妨害攻撃によるサービスの停止 

総合：11 位 

ウェブサービスへの不正ログイン 

総合：5 位 
５ 

ウェブサイトの改ざん 

総合：6 位 

匿名によるネット上の誹謗・中傷 

 

総合：13 位 

６ 
脆弱性対策情報の公開に伴い公知となる脆弱性

の悪用増加 

総合：10 位 

ウェブサービスからの個人情報の窃取 

総合：4 位 
７ 

ランサムウェアを使った詐欺・恐喝 

総合：3 位 

情報モラル不足に伴う犯罪の低年齢化 

 

総合：18 位 

８ 
インターネットバンキングやクレジットカード情報の

不正利用 

総合：1 位 

職業倫理欠如による不適切な情報公開 

総合：14 位 
９ 

ウェブサービスへの不正ログイン 

総合：5 位 

インターネットの広告機能を悪用した攻撃 

総合：12 位 
10 

過失による情報漏えい 

総合：16 位 

                                                   
22 IPA「情報セキュリティ 10 大脅威」2016（2016 年） 
23 IPA「情報セキュリティ 10 大脅威」2016（2016 年） 
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（15） サイバー犯罪の情勢とテロリズムの拡散 

日本全体のサイバー犯罪の検挙件数推移をみると、平成 23年に約 5,700件に減少したのち、平成 25

年には約 8,100件まで増加しています。直近の平成 26年はやや減少し、約 7,900件となっています。 

平成 26 年における不正アクセスやコンピュータ・電磁記録対象犯罪等の検挙数は、前年に比べ減少

しています。その一方で、ネットワーク利用犯罪は引続き増加傾向を示しています。 

また、国境を越えて活動する各種のテロ組織が、組織内外における情報共有・連携、武器や資金の

獲得に、ソーシャル・メディアなどサイバー空間を活用するケースが指摘されています。 

図表 24 サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成 22～26 年）24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検挙件数の内訳をみると、『ネットワーク利用犯罪』が 9 割以上を占めています。その中では「児童買

春・児童ポルノ禁止法違反（児童ポルノ）」が 15.8％、次いで「詐欺」が 14.3％となっています。 

図表 25 サイバー犯罪の検挙件数の内訳（平成 26 年）25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
24 警察庁「警察白書」（2015 年） 
25 警察庁「警察白書」（2015 年） 

区分

合計 7,905 100.0

不正アクセス禁止法違反 364 4.6

コンピュータ・電磁的記録対象犯罪等 192 2.4

ネットワーク利用犯罪 7,349 93.0

児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童ポルノ） 1,248 15.8

詐欺 1,133 14.3

うちオークション利用詐欺 381 4.8

わいせつ物頒布老 840 10.6

著作権法違反 824 10.4

青少年保護育成条例違反 657 8.3

児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童買春） 493 6.2

脅迫 313 4.0

商標法違反 308 3.9

出会い系サイト規制法違反 279 3.5

その他 1,254 15.9

（％）
26年
（件数）
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（16） 情報収集を行う際の手段 

① 仕事や研究、勉強について調べたいことがある場合 

仕事や研究、勉強について調べたいことがある場合は、72.6％がインターネットの検索サイトで検索す

ると回答しています。逆に、インターネットを利用しない人も１割程度は存在します。 

図表 26 仕事や研究、勉強について調べたいことがある場合26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 健康や医療について調べたいことがある場合 

健康や医療について調べたいことがある場合は、75.2％がインターネットの検索サイトで検索すると回

答しています。 

図表 27 健康や医療について調べたいことがある場合 26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
26 総務省「社会課題解決のための新たな ICT サービス・技術への人々の意識に関する調査研究」（2015 年） 
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③ 商品やサービスの内容・評判について調べたいことがある場合 

商品やサービスの内容・評判について調べたいことがある場合は、78.4％がインターネットの検索サイ

トで検索すると回答しています。 

図表 28 商品やサービスの内容・評判について調べたいことがある場合27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 特に目的のない暇つぶし的な調べたいことがある場合 

特に目的のない暇つぶし的な調べたいことがある場合は、75.5％がインターネットの検索サイトで検索

すると回答しています。年代別でみると、60 代以上でそうしたことについて調べる習慣がないと回答した

人が 17.3％と、他の年代に比べて高くなっています。 

図表 29 特に目的のない暇つぶし的な調べたいことがある場合 27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
27 総務省「社会課題解決のための新たな ICT サービス・技術への人々の意識に関する調査研究」（2015 年） 
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（17） 公立学校の情報インフラ整備状況 

① 公立学校（小中校）の普通教室への校内 LAN 整備率の推移 

校内 LAN整備率をみると、2014年は全国が 85.6％、多治見市が 97.5％となっています。 

図表 30 公立学校（小中校）の普通教室への校内 LAN 整備率の推移28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 

教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数をみると、多治見市は 2010 年以降増加し続け、2014 年

には 6.7人/台となっています。 

図表 31 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
28 文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」 
29 文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」 
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（18） 重点手続分野におけるオンライン利用率の推移 

重点手続分野におけるオンライン利用率の推移をみると、いずれの分野においても年々オンライン利

用率が上昇しています。なかでも輸出入・港湾、産業財産権出願関連では９割以上と利用が進んでいま

す。その一方で、社会保険・労働保険では１割未満となっています。 

図表 32 重点手続分野におけるオンライン利用率の推移30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（19） 国の行政機関が扱う申請・届出等手続のオンライン利用状況の推移 

国の行政機関が扱う申請・届出等手続きのオンライン利用状況をみると、2013 年度のオンライン利用

件数は 2億 900万件、オンライン利用率は 44.1％となっています。 

図表 33 国の行政機関が扱う申請・届出等手続のオンライン利用状況の推移31 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
30 総務省「行政手続オンライン化等の状況」より作成 
31 総務省報道資料「平成 25 年度における行政手続オンライン化等の状況」により作成 

登記
輸出入・

港湾
国税

社会保険・

労働保険

産業財産権

出願関連
自動車登録

2008年度 37.2% 92.3% 36.5% 0.8% 92.6% 2.6%

2009年度 44.6% 94.3% 42.9% 1.4% 93.0% 10.1%

2010年度 50.0% 94.9% 46.9% 1.7% 93.6% 24.9%

2011年度 54.0% 95.3% 50.8% 2.7% 94.2% 50.8%

2012年度 57.8% 95.6% 52.7% 4.2% 94.2% 58.9%

2013年度 61.2% 95.8% 55.6% 5.7% 94.6% 60.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

うち重点手続 うち重点手続 うち重点手続

2010年度 490,303,745 403,819,006 155,943,915 149,920,227 31.8 37.1

2011年度 442,868,928 405,824,947 170,504,798 163,807,924 38.5 40.4

2012年度 458,496,901 421,297,165 188,960,305 181,479,301 41.2 43.1

2013年度 475,409,156 432,579,446 209,558,511 199,656,173 44.1 46.2

全申請・届出等件数 オンライン利用件数 オンライン利用率（％）
年度
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（20） 自治体が扱う申請・届出等手続のオンライン利用率の向上（利用促進対象の 21 手続） 

自治体が扱う申請・届出等手続のオンライン利用状況を見ると、総手続件数は 2009 年を除いて 300

件台で横ばいですが、利用率は上昇傾向にあります。2013 年をみると 2005 年の４倍の 45.2％となって

います。 

図表 34 自治体が扱う申請・届出等手続のオンライン利用率の向上（利用促進対象の 21 手続）32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
32 総務省「行政手続オンライン化等の状況」より作成 
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（21） 各種オンラインシステムの共同利用 

オンラインシステムの共同利用についてみると、図書館蔵書検索・予約が 34.2％、公共事業に係る電

子入札が 25.5％、公共施設予約が 23.9％となっています。 

図表 35 各種オンラインシステムの共同利用33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
33 総務省「地方自治情報管理概要 ～電子自治体の推進状況（平成 26 年 4月 1日現在）～」により作成 
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